
別紙３　調査表②（令和3年度以降概ね５年で実施する取組）

２．概ね５年で実施する取組
１） ハード対策の主な取組

課題の対応 取組機関
見直し
の有無

見直しの理由

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

・三面川、山田川、門前川、石川、百川等の河川改修 Ａ･Ｂ 新潟県（村上地
域整備部）

・河道掘削及び伐木を実施して、洪水を安全に河川内
に流す対策を実施

Ｂ 新潟県（村上地
域整備部）

■危機管理型ハード対策（天端保護）

・三面川周辺地域における二級河川の天端保護につい
て検討

Ｃ 新潟県（村上地
域整備部）

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

・水防資機材の配備 Ｎ･Ｏ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・円滑な避難活動や水防活動を支援するため水位計や
量水標等の検討（危機管理型水位計の設置など）

Ｇ･Ｉ･Ｊ 新潟県（村上地
域整備部）

・田んぼダムの活用 Ａ･Ｃ 新潟県（村上農
林振興部）

・河川監視体制の強化として簡易型河川監視カメラ設
置を推進

Ｇ･Ｉ･Ｊ 新潟県（村上地
域整備部）

主な取組項目

各機関の取組項目と取組状況を確認し、次年度以降の取組に向けた見直しの有無を記入
してください。見直しの必要がある場合はその理由も記入してください。



２） ソフト対策の主な取組
① 円滑かつ迅速な避難行動のための取組

課題の対応 取組機関
見直し
の有無

見直しの理由

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報発信等の
防災情報の充実

Ｇ･Ｉ･Ｊ
Ｋ

村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・避難勧告等の発令に着目した防災行動計画（タイム
ライン）の整備及び検証と改善

Ｈ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・想定最大規模も含めた洪水浸水想定区域図、家屋倒
壊等氾濫想定区域の公表

Ｅ･Ｆ 新潟県（村上地
域整備部）

・立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討 Ｅ･Ｆ 村上市

・広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザード
マップの策定・周知

Ｅ･Ｆ 村上市

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の
現象」等の改善

Ｇ 新潟地方気象台

・防災施設の機能に関する情報提供の充実 Ｇ 新潟県（村上地
域整備部）

・ダム放流情報を活用した避難体系の確立 Ｇ 新潟県（村上地
域整備部）

・洪水予報及び水位周知情報に警戒レベルを追加 Ｇ 新潟県（村上地
域整備部）

主な取組項目



２） ソフト対策の主な取組
① 円滑かつ迅速な避難行動のための取組

課題の対応 取組機関
見直し
の有無

見直しの理由

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・住民の防災意識を高め、地域防災力向上のための広
報や資料の作成・配付等の啓発活動

Ｄ･Ｅ･Ｇ
Ｉ･Ｊ･Ｌ
Ｍ

村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・小中学校等における防災教育や出前講座等を活用し
た説明会の実施

Ｄ･Ｅ･Ｇ
Ｉ･Ｊ･Ｌ
Ｍ

村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・地域全体の防災力向上を図るため町内や自主防災組
織等による訓練の実施

Ｍ 村上市

・地域防災支援者としての防災士養成・研修の実施 Ｍ 村上市

・土砂災害への防災体制、防災意識の啓発などに関す
る先進的な取組を共有

Ｍ 新潟県（村上地
域整備部）

２） ソフト対策の主な取組
② 洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間確保のための取組

課題の対応 取組機関
見直し
の有無

見直しの理由

■水防活動の効率化及び水防体制強化に関する取組

・水防団等への連絡体制の確認と関係機関が連携した
実践的な訓練

Ｇ･Ｈ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの
高い箇所の合同巡視の実施

Ｎ･Ｏ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

主な取組項目

主な取組項目



２） ソフト対策の主な取組
② 洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間確保のための取組

課題の対応 取組機関
見直し
の有無

見直しの理由

・毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施 Ｎ･Ｏ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

・水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・認
定を促進

Ｏ 村上市

・国が開催する地方自治体職員等を対象とした水防技
術講習会等に参加

Ｏ 村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

■要配慮者利用施設の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設による避難確保計画の作成に向け
た支援を実施

Ｇ･Ｉ･Ｊ
Ｋ･Ｍ

村上市、
新潟県（村上地
域整備部）

主な取組項目


